


（1）平成21年 3 月31日 （通巻328号） な ら 労 働 時 報  

1

＊奈良県の平成２１年度当初予算案の概要　  　　　　　　　　　　　　　　 http://www.pref.nara.jp/zaisei/yosan.html  
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（１）育児休業制度の規定状況 
　　　育児休業制度の規定状況をみると、就業規則等に「規定している」が75.3％で、前回調査（平成１９年９月実

施）の78.9％と比べると、3.6ポイント減となっている。 
　　　これを規模別にみると、10～29人が49.6％と最も低く、規模が大きくなるほど高くなっており、300人以
上で97.3％となっている。 

　　　また、産業別にみると、飲食店・宿泊業が50.0％と最も低く、金融・保険・不動産業が96.4％と最も高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）育児休業の期間 
　　　制度の規定がある事業所における育児休業
が取得できる期間をみると、正規従業員におい
ては、「子が１歳になるまで」が43.9％と最も
高く、次いで「子が１歳半になるまで」が36.9％、
「子が３歳になるまで」が11.1％、「子が２歳に
なるまで」、「３歳以上」が2.0％となっている。 

    　パートタイム労働者においては、「子が1歳半
になるまで」が37.0％と最も高く、次いで「子
が１歳になるまで」が34.0％、「子が３歳になる
まで」が6.1％、「子が２歳になるまで」、「３歳
以上」が1.2％となっている。 

 
 
（１）介護休業制度の規定状況 
　　　介護休業制度の規定状況をみると、就業規則等に「規定している」が65.7％で、前回調査（平成１９年９月実
施）の71.7％と比べると、6.0ポイント減となっている。　 

　　　これを規模別でみると、10～29人が36.6％と最も低く、規模が大きくなるほど高くなっており300人以
上では94.6％となっている。 

　　　また、産業別では、飲食店・宿泊業が35.0％と最も低く、金融・保険・不動産業が92.9％と最も高い。 
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＊個別労働関係紛争のあっせん制度のご案内  　　　　　　　　　　http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-4109.htm

　社用車での営業中に駐車違反で摘発されてしまいました。私が勤めている会社は「経費節

減」と称し駐車料金を支給していないため、やむなく路上駐車しました。「反則金は自分で払

うように」と上司に言われましたが、自費で全額払わないといけないのでしょうか。 

　結論から言いますと、あなたが実際に自動車を運転して駐車違反を行ったのであれば、
あなたが反則金を支払わなければなりません。 
  道路交通法(以下では道路法といい、条数だけで引用します)は、自動車が停止して、運転
者が自動車を離れて直ちに運転できない状態にあることなどを、駐車と定義し(2条18号)(い
わゆる《放置駐車》、駐車された自動車は《放置車両》ということになります)、駐停車禁止
または駐車禁止の標識のある道路などでの駐車を禁止しています。これらの駐車禁止違
反となる行為を行った者は、15万円以下の罰金に処せられることになっています。罰金は
刑罰の一種ですので、駐車違反は犯罪ということになります。 
　ただし、道交法は、駐車違反であっても、運転者が無免許または酒酔い･酒気帯びでない
ものなどは《反則行為》として、運転者が10日以内に反則金を任意で納付した場合には、
刑事裁判にかけないこととしています。ちなみに、普通車の放置駐車の反則金は15,000円
です。 
　しかしこれらの制度には問題もあります。すなわち、放置駐車は運転者が離れている状
態で取り締まられることになるために、運転者を特定することが困難な場合が多いのです。
反則金が納付されないために、車両番号から車検証上の使用者を特定して、使用者に反
則金の支払いを要請しても、「当日の実際の運転者は分からない」など、反則金や罰金が
徴収できないといったことも多かったといわれています。 
　さて、皆さんよくご存じのことでしょうが、平成18年の道路交通法の改正で駐車違反車
の移動と保管などが民間に委託され、短時間の駐車違反も頻繁に「取り締まられる」よう
になりました。 
　そしてこの改正では、これまで規定されていた放置駐車の反則金とは別に、放置車両の
使用者に対して、《放置違反金》の納付を命じることができるようになりました。使用者が
放置違反金を納付しなければ、当該の自動車は車検を受けられなくなり、また使用者が滞
納処分を受け《放置違反金》を強制的に徴収されることもあります。 
　今回の事件で、あなたが反則金を支払わなければ、使用者(会社)が放置違反金を支払
わなければならないことになります。しかし、会社がこれを支払い、あなたが販促金の支払
いを免れても、これは単なる「逃げ得」であり、こうしたことを「奨励」するわけにはいきま
せん。 
　しかし問題はこれからのことです。何度も話題になった道交法は、「車両の使用者は、車
両の運転者に、当該車両を運転するに当たって車両の速度、駐車･･･････に関しこの法律
又はこの法律に基づく命令に規定する事項を遵守させるように努めなければならない」と
規定してます。すなわち、会社(車両の使用者)が、営業マン(運転者)に、駐車代金を支給
せず、営業マンを違法駐車をせざるを得ない状態に「追い込む」ことはこのような規定に
違反するのです。 
　また、営業マンが違法駐車を行っても反則金を支払わず、会社が放置違反金の納付を命
じられ、これも納付せずに、車検を受けられないなどの事態を繰り返すのは、会社にとって
もよいことではないのは容易に理解できるでしょう。 
　今回の駐車違反を契機に、会社と相談して、今後は営業マンに駐車代金を支給してもら
うなど、違法駐車を行わなくても安心して営業活動を行えるような方策を実施してみるの
がいいでしょう。 
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